

















































































































































































































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
ること，そしてその技術の活用（あるいは悪用）のもつ可能性を，広い多角的
な視野の下で追求すること，追求し続ける」（長岡，２００２，２５，強調と（　）
内の補足は長岡による）という発想をとる必要がある７）。
このように，あるロジックに依拠してを活用するには，そのための知
識が必要であるから，ロジックを「猫の目」のように頻繁に変えるのは適当と
は言えない。組織は最も有利なロジックを定めた上で知識を取得し，そのロ
ジックに立ってを活用しつつ，当該ロジックでを活用するための知
識をさらに蓄積・高度化していく必要がある。端的に言えば，システムを使
うにはそのための知識が必要であり，システムの利用には使いながら知識を
増やすという意識が求められる。ノーラン（１９７９）のことばを借りるならば，
「システム活用を高度化させるためには，システムを活用しつつシステム活用
に関する継続的な組織学習が行われている必要がある」（１９７９１１６）。
より具体的には，ノーラン（１９７９）は情報システムの活用レベルを高度化さ
せるにつれて，活用するための能力も発展させなければならないとしている。
彼によれば，情報システム活用には六つの段階がある。具体的には，①開始
期（）：コンピュータが導入される初期段階，②拡張期（）：
組織全体としての視点を欠いたまま各部門でコンピュータにより情報処理が
効率化される段階，③統制期（）：部門システム間の整合性が図られる
段階，④統合期（	
）：データベース等の新しい情報技術の導入および
組織全体の視点によりシステム構築が行われる段階，⑤データ管理期（
	
）：データとアプリケーションが全体で共有され組織的にこれ
らが活用される段階，⑥成熟期（）：データ管理が戦略的視点で計画さ
れる段階である（１９７９１１６－１２０）。このうち①開始期から③統制期
まで，④統合期から⑥成熟期までは連続的にシステムが発達するが，③統制
期と④統合期の間には断絶（	
）がある。これはシステム活用に必
要なノウハウが大きく異なるからである。企業はこの連続的発展と非連続的
移行に備え，情報システムに関する外在的知識（	
		）と
内在的知識（	
		）を組織内に蓄積しなければならない。
外在的知識とは情報技術の発達やデータ管理論に関する知識であり，内在的
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知識とは管理者，組織メンバーが情報システムを活用しながら得るノウハウ，
経験的知識である。端的に言えば，先にも言及したように，「システム活用を
高度化させるためには，システムを活用しつつシステム活用に関する継続的
な組織学習が行われている必要がある」（１１６）。
現代の企業においてはの活用がこの順序で進展せず，このうちのいず
れかの段階から入る，すなわち後方のステージから一気に活用が始まること
も多い。しかし活用しながら意識的に知識を蓄積することが重要なことに変
わりはない。
このように企業はロジックを形成した上で，一定期間それを保持しなけれ
ばならない一方，全く時代にそぐわなくなったロジックに固執するのも問題
である。すなわち前述したように，企業は時にはの活用に関してアン
ラーニングを行わなければならない。
　IT/ISに関するダブルループ学習
企業にとって，短期間にロジックを頻繁に変えるのは望ましくない一方，
古いロジックへの固執も問題であるということは，いつロジックを変えるか
という意思決定が重要であり，またロジック改変のタイミングを的確に判断
する組織能力が必要であることを意味する。
このような意思決定や判断との関連で重要となるのは，ルーティン・ベー
ス，特定パラダイム内で行われるのではない全く別の形での学習である。す
なわち，ある前提のもとで，あるいは既存の枠組内で学習するのではなく，
環境に関する前提や枠組自体を疑い，必要ならばこれらに修正を加えること
が企業の長期的存続上，重要となる。このような組織学習はシステムや構造
の変革をもたらす。これをアージリス＝ショーン（１９７８）は「ダブルループ学
習」（	
），フィオール＝ライルス（１９８５）は「高次学習」（
	
）と呼んでいる。
ダブルループ学習とは「組織が，様々な組織活動の内容とその結果を評価す
るために現在使っている論理の妥当性を検討し，それが妥当性を失っている
場合には新しいものに置き換えるプロセス」（	
１９７８１９）と
定義される。シングルループ学習では，環境前提，組織の目標やルール，体
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制などを変更せず，これらを所与として，手段や行動を修正し，問題の解決
が図られる。これしか存在しない組織では，システムや組織構造がより強化
され，環境が変化するにつれて不適応が深刻化する。それに対してダブルルー
プ学習では，環境定義や技術前提，価値体系，目標も検討対象となり，問題
の解決に必要な場合はこれらの再定義や修正，廃棄も行われる。これを有す
る組織では，システムや構造の革新が起こりうる。
高次学習も同様の概念であるが，厳密にはこれは「新しい行為に関連する規
則等の開発，因果関係の理解，組織全体に影響を与える学習」（	

１９８５８１０）と定義される。低次学習がオペレーション・レベルでなされる行
動の表面的，部分的調整であるのに対して，高次学習は構造の変革，仮定
（	
）の修正をともなう学習である。
近年，企業環境は不連続に変化し，競争のルールが突如として変わるとい
うことも多い。また情報技術は急速に発達している。コンピュータは単なる
計算機ではなくなっているし，通信ネットワークも機能的に電話の代わりで
はなくなっている。でできることが以前に比べて飛躍的に拡大している
ので，ロジックを変え，知識を蓄積すれば，従来できなかったようなの
活用が可能になるだろう。それによって顧客に新しい価値を提供したり，新
たなニーズを掘り起こすといったこともできるかもしれない。したがって前
提としている環境や技術を常にモニターし，これらの見方や定義，に関
するロジックの妥当性についても検討し続けるダブルループ学習が重要とな
る（図表２）。
換言すれば，組織が長期的に存続するためには旧来の確実なものの活用
（	
）と新しい可能性の探索（	
）の両方を継続的に保持する
ことが重要となる（１９９１７１８５；	
	１９９３１０５）。
このことは企業との関係についても言えるのである。
Ⅳ　経営を変革するロジック
あるロジックによるの活用が企業に対しどれくらい大きなインパク
トを持つかは，当該企業が保有するその活用に関する知識，ロジックの斬新
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さ，内外のコンテキストにより規定されると同時に，そのロジックに関連す
る組織領域がどれくらい広いかにも左右される。そのロジックと関連する機
能，部署，事業が多ければ，それだけ影響も組織的広がりを持ち大きいもの
となる。
経営全般に関連し，組織全体に影響を与えるロジックの具体例として，「競
争の武器」「リエンジニアリングのプラットフォーム」があげられる。
　競争の武器
のロジック，パースペクティブの重要性を指摘した代表的な研究には，
第２章で紹介したワイズマン（１９８８）がある。この研究では，情報技術に関す
図表２　 IT/ISに関するダブルループ学習
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る新しいパースペクティブとして，「企業の競争戦略を形成し支援するための
武器」（	
１９８８１８２８：邦訳１５２７）というコンセプトが提示さ
れている。つまり何らかの具体的競争戦略を情報技術によって形成しサポー
トすることにより，自社の競争優位を構築するという考え方である。
彼は，「競争戦略は，競争優位を獲得あるいは維持するため，もしくはライ
バルの優位性を弱める（すなわち自己の劣性を弱める）ための計画であると定
義される」（１０４：邦訳９５，（　）内の補足はワイズマンによる）とし
た上で，情報技術が支援しうる戦略類型（戦略スラスト）として差別化，コス
ト節減，革新，成長，提携の五つをあげた。
このような「競争戦略を形成し支援する武器」というパースペクティブは，
ヴェンカトラマン（１９９１），スコットモートン（１９９１），イェーツ＝ベンジャミ
ン（１９９１）においても言及されている。端的に述べると，それはが「競争
の基本ルールや基盤を変えたり，事業範囲を見直したり，新しい競争武器を
供給する能力を提供してくれる」（	
１９９１１２５：邦訳２３７）とい
うものである。
ただし彼らは，情報技術による戦略形成と組織変革は一体でなければなら
ないと指摘している。すなわち「は自らの使命や運営方法を再評価する組織
に対して戦略的機会を与える」（	
１９９１１５：邦訳４５）とし，情
報技術による戦略的機会創出と組織運営の再評価，組織変革は不可分と捉え
ている。
これまでも，また現代においても，は既存の企業戦略の実施をより効
率的にしてきたし，またコストを低減し，プロセスをスピードアップするこ
とによって，は企業の収益性と競争力を強化している。そのような既存
戦略の支援にとどまらず，情報技術は新しい企業戦略を形成し支援するため
にも利用されうるが，既に指摘したように，戦略は新たな構造変化を必要と
することが多い（	

１９９１８１－８３：邦訳１５５－１５９）。
　リエンジニアリングのプラットフォーム
一方，ハマー＝チャンピ （ー１９９３）は，リエンジニアリングつまり抜本的な
業務プロセスの変革において，情報技術は大きな役割を果たすと指摘してい
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る。リエンジニアリングということばの意味をより明確にするならば，これ
は「コスト，品質，サービス，スピードのような，重大で現代的なパフォーマ
ンス基準を劇的に改善するために，ビジネスプロセスを根本的に考え直し，
抜本的にそれをデザインし直すこと」（	
１９９３３２：邦訳
５７）と定義される。
リエンジニアリングでは，ある指標の１０％あるいは２０％の改善ではなく，
８０％あるいは９０％の改善が目ざされる。そういう意味では「劇的」な改革であ
り，またある意味で「野心的」な改革と言える。また見直す対象は戦略や組織
ではなく，「ビジネスプロセス」である。結果として戦略や組織が変更される
こともあるが，リエンジニアリングはあくまでも「プロセス志向」であると言
える。そしてプロセスを部分的にあるいは表層的にではなく「根本的」に考え
直し，それを「抜本的」にデザインし直すところにその特徴がある。
そしてハマー＝チャンピ （ー１９９３）は，情報技術に関する従来の考え方にと
らわれたままの企業はリエンジニアリングを行うことはできないというよう
に，新しいロジックの必要性を指摘し，情報技術はすべてのリエンジニアリ
ングに必要不可欠な要素であるとしている（８３：邦訳１２８）。
より具体的には，企業におけるプロセス革新には情報技術に関する新しい
考え方が必要であるにもかかわらず，多くの役員やマネジャーは，演繹的，
問題解決的に思考している。つまり問題を認識し，それに対する解決策を見
つけ，評価することを得意としている。このことが往々にして，情報技術の
間違った見方，誤った活用法を生む。この典型例は，既存の業務プロセスを
通して情報技術を見てしまうということである。言い換えれば，多くの企業
は既にあるプロセスを前提にし，これを情報技術によって強化したり，簡素
化したり，改善するにはどうしたらよいだろうかと考えてしまう。しかしな
がら，「情報技術の真の力は古いプロセスを改善することにあるのではなく，
古いルールを壊し，新しい仕事のやり方を創造すること，つまりリエンジニ
アリングすることにある」（９０：邦訳１３７）。
このように，ハマー＝チャンピ （ー１９９３）は単なる自動化ツールという古い
パースペクティブを捨てて，情報技術をビジネスプロセスの抜本的改革，新
しい業務プロセスの構築に用いることの重要性を指摘したが，同様の視点は
金沢大学経済論集　第３０巻第１号　　２００９.１２
－２８６－
ヴェンカトラマン（１９９１）にも見られる。
すなわちヴェンカトラマンは，情報技術が事業プロセスを設計するための
手段となりうることを指摘した上で，事業プロセスの設計の基本を，情報技
術から生まれる新しい可能性の視点から再考しなければならないことは明ら
かであるとしている（	
１９９１１３７－１３８：邦訳２５６－２５８）。
そしてこのような情報技術による新しいプロセス構築を促進する内的要因
は，新しい技術の可能性を十分に開拓する上で事業プロセスの革命的変化が
不可避であるという認識，情報技術の力を十分生かすために組織プロセスの
劇的変革を推進しようとする意欲である。また外的要因には競争のプレッ
シャーがある。具体的には，業界リーダーが強力な市場ポジションを維持す
るために，あるいは逆に後発企業が差別化を図って競争者に追いつくために，
積極的に情報技術をプラットフォームとして事業プロセスの再設計に取り組
むことがある。他方，阻害要因については，情報システムの導入や再構築の
コストが技術的阻害要因となる。しかし，より重要なのは組織的阻害要因で
あり，これには情報技術の力と役割に関する戦略的ビジョンの欠如，システ
ム利用と業務方法に関する組織の慣性，およびプロセス改革を達成するため
の直接的および間接的コスト等がある（	
１３８－１３９：邦
訳２５８－２６１）。
Ⅴ　結びに代えて
以上のように，の活用ロジックはその実際の活用，活用の効果に多大
な影響を及ぼすし，また企業は柔軟にロジックを形成・改変できないと，環
境変化に対応できないであろう。そして新しく出現した環境に適合した活用
ロジックを形成できない企業は，やがては淘汰されるのである。
すなわち企業環境が不連続に変化した場合，これまで有効であった事業の
あり方が環境との間で不適合を起こし，さらにそのことが企業の成果に悪影
響を及ぼす。このような環境の不連続な変化は，企業経営の抜本的改革を要
請する。そして金井（１９９７）のことばを借りるならば，不連続な企業環境の変
化は，「従来の延長線上に戦略を構想する企業にとっては危険であるが，新た
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なものの見方にたって新しい戦略を構想する企業にとってはチャンスであ
る」（金井，１９９７，２０）。
そのような環境の不連続的変化にともなって顕在化する環境との不適合問
題は，既存のやり方の延長線では解決困難なものが多く，新しい発想による
抜本的な変革によって解決を図ることが必要である。このような場合に求め
られるのは，安定的な企業環境のもとで既存の事業を存続・成長させるため
の活動や取組みとは全く異質のものである。の活用に関してもこれは当
てはまる。守旧的に現状を追認してしまう思考や営為ではなく，旧来のロジッ
クや古くなったノウハウをアンラーニングし，現状を打破する組織学習が必
要なのである。
ユビキタス社会の到来，社会的高齢化の進展，環境問題の深刻化等にとも
なって，パイオニア的な企業により活用に関していかなる主体的改革が
なされるかは興味深いところである。しかしより重要なのは，その背後でい
かなるロジックの形成や変革がなされているかということである。活用
の改革を導くのは新しいロジックであり，前者がドラスチックであれば後者
もそれだけ斬新で独創的なはずである。をツールや土台にして展開され
る劇的なビジネスシーンもさることながら，背後でそれを起動しているロ
ジックこそが分析すべき本質的対象であると言える。今後，活用の新し
いあり方が企業に大きな成功をもたらした際，その深層に潜むロジックに
迫っていきたい。
脚　　注
１）ただし後に述べるように，あるロジックで情報技術や情報システムを活用するた
めには，そのための知識，能力が必要となる。
２）ヴェンカトラマン（１９９１）によれば，情報システムの戦略性は市場構造や競争のあ
り方によって特徴づけられる事業環境，組織の持つ戦略的目標と特有の能力に規
定される。すなわちその固有の形態，技術的構成それ自体によって戦略的である
という情報システムは存在しない。特定のシステムの役割，意味，戦略性は環境
特性と組織内コンテキストに依存し，これらにかかわらずシステム自身の固有の
特性から「戦略的」となるようなシステムといったものはあり得ない。たとえば，
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ある受発注システムが特定の競争的，戦略的，組織的条件のもとで競争優位の源
泉となっていたとしても，同じ環境ですべての受発注システムが戦略的であると
は限らないし，また環境が変われば当該システムの戦略的価値が低下することも
ありうる。端的に言えば，「を基盤とする戦略的便益は，組織の持つ戦略的目標，
特有の能力および市場の特性の間のユニークな関係から生まれる」（	

１９９１１３０：邦訳２４５）。
３）は	

の略で，第４章で述べる「競争の武器」としての情
報システムをさす。
４）ヴェンカトラマン（１９９１）によれば，ロジックの欠如は，情報技術の戦略的活用は
当然のことながら，情報技術利用の最も基礎的なレベル，ある事業における局所
的な情報技術の利用さえも阻害する。すなわち情報技術の基礎的利用における「組
織的阻害要因には，に対する戦略的なビジョンが欠けていること（が支援的役
割しか持っていないとする見方），一部の上級管理者がを市場優位を実現する潜
在的資源と見なそうとしないことがある」（	
１９９１１３０：邦訳２４６，
（　）内の補足はヴェンカトラマンによる）。
５）手島（１９９６）では，思考の枠組みや視座の社会的形成が重視されているので，「パラ
ダイム」ということばが使われている。本稿が「ロジック」ということばを用いてい
るのは，個々の企業における視座の主体的構築を重視しているためである。
６）１９７０年代末期の銀行業界には，古いロジックへの固執が見られた。この業界は当
時，「電子計算機」としてのコンピュータの恩恵を最も大きく受けていた。銀行業
務のかなりの部分はデータ処理である。預金の管理や利息の計算，口座振替の処
理も基本的にはデータ処理と言える。１９６０年代から１９７０年代にかけてのコン
ピュータは現在よりも機能面で格段に劣っていたものの，データ処理の「自動化」
という点では威力を発揮した。そのため，１９７７年前後に（現金自動預入支払
機）が実用化されたとき，多くの銀行はこれを預入支払業務を「自動化」する装置と
みなした。一方，シティバンク（）はこれに，顧客拡大の武器となる可能性
を見いだした。顧客には「いつでも，どこでも現金を引き出したい，預け入れた
い」というニーズがある。そのニーズを充足すれば，自行に預金する客が増えるだ
ろうと考えた。このようなロジックの違いは，その後の各行の行動に大きな影響
を与えた。シティバンク以外の銀行は，を預入支払業務の自動化ツールと見
ていたので，その設置は自行の支店内に限られた。それらの銀行は，人件費が節
約されたことで十分満足した。しかしシティバンクは，前述したようにを顧
客拡大の武器と位置づけていたので，自行の支店のほかに，たとえばパブリック
ス（）やセイフウェイ（）といったスーパーマーケットにこれを設置し
ていった。導入効果はシティバンクの方が圧倒的に大きく，シティバンクは顧客
獲得ツールとしての活用によって中堅の銀行から全米１位の銀行に躍進した。
現在ショッピングセンターの片すみにが置かれている光景は当たり前となっ
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ているが，当時としてはの活用に関してシティバンクは先見の明があったと
言えるだろう。
７）ここでは，実務への示唆が多いことに注目して，長岡（２００２）のコメントを引用し
たが，この部分は本来は情報技術について考察する際の研究者のあり方として述
べられている。また「活用（あるいは悪用）のもつ可能性」という部分は，厳密には
「活用の持つ可能性と悪用される危険性」という意味であると解される。
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